
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

はじめに 

 

人口の急激な減少や高齢化の進展等を背景として通勤・通学者などが減少し、特

に地方部において路線バスを中心とした公共交通機関の規模の縮小やサービス水

準の低下が顕著になってきています。 

国では、平成２5(2013)年1１月に「交通政策基本法」が成立し、同法の基本理

念に基づき、交通に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、交通政策基

本計画（平成2７(201５)年２月）が閣議決定されました。令和３（2021）年５

月には同計画が改訂され、計画期間が令和７（202５）年度までとなり、３つの

基本的方針、Ａ：「誰もがより快適で容易に移動できる、生活に必要不可欠な交通

の維持・確保」、Ｂ：「我が国の経済成長を支える、高機能で生産性の高い交通ネ

ットワーク」、Ｃ「災害や疫病、事故など異常時にこそ、安全・安心が徹底的に確

保された、持続可能でグリーンな交通整備」が示されました。 

市では、高齢者・しょうがい者（児）等の移動手段の確保のため、市単独の福祉

有償運送運営協議会を設置し、平成30（2018）年度から一橋大学と提携して福

祉有償運送の需要調査・分析を行うなど、福祉的な交通について継続して検討・協

議を行っています。 

また、市内の公共交通については、近年、コロナ禍と相まって利用者が減ってい

ることから、バス路線の縮小や便数の減、タクシー車両の減少、営業時間の短縮な

ど、公共交通にも変化が生じ、利用者に影響が出てきています。 

今後、国立市においても急速に高齢化が進展すると見込まれることから、高齢者

の外出機会とフレイル予防などの観点での交通施策や公共交通をはじめとする地

域交通の充実とともに、高齢者、しょうがい者（児）や単独では公共交通を利用す

ることが難しい移動制約者のために福祉交通による具体的な支援施策を図る必要

があります。 

また、高齢者、しょうがい者（児）だけでなく、子育て支援施策として、より多

くの人々が市内で安心して子どもを産み、次世代を育成していくために子育て世

代への移動支援が必要と考えます。 

こうしたことから、国立市では、「新たな福祉交通システム構築プロジェクト

チーム」を設置し、検討・協議を重ね、福祉的な観点から見た、福祉交通を利用す

る方に対しての総合的な交通支援施策を具体的に検討・推進するため、国立市福祉

交通支援基本方針を策定しました。  



 

 

国立市福祉交通支援基本方針 
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１．国立市内の移動・住宅改修に関するサービス 

 
表１ 移動サービスの対象者一覧 
◎ 利用可能・対象          〇 利用に制限がある 

● 利用可能だが身体的負担が大きい  △ 利用可能だが経済的負担が大きい 

－ 利用不可・非対象 

私：自身で運転 公：公共交通機関 市：市の委託事業 補：市の補助あり 民：民間事業者が運行 

※高齢者の年齢は、シルバーパスの対象となる 70 歳以上としました。 

対象者 

交通手段・移動サービス 

一般 

(70歳 

  未満) 

妊婦・子

育て世帯 

高齢者 

(70歳 

 以上※) 

高齢者 

(要支援) 

高齢者 

(要介護) 

しょうが

い者

（児） 

私 交
通
手
段 

自家用車 ◎ ● ● ● ● ● 

公 電車 ◎ ● ◎ ● ● ● 

公 バス ◎ ● ◎ ● ● ● 

市 
コミュニティバス 

（くにっこ） 
◎ ● ◎ ● ● ● 

市 
コミュニティワゴン 

（あおやぎっこ） 
◎ ● ◎ ● ● ● 

公 一般タクシー ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● 

民 

補 
福祉有償運送事業 － － － ◎ ◎ ◎ 

民 
福祉タクシー（リフト

付きタクシー） 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

民 
介護タクシー・民間救

急 
－ － － △ △ △ 

民 介護保険タクシー － － － － 〇 － 

市 
リフトカー運行事業 

（おおぞら号） 
－ － － － － 〇 

補 

移
動
支
援
サ
ー
ビ
ス 

外出支援サービス事業 

（高齢者のタクシー

券） 

－ － － － 〇 － 

補 

リフト付乗用自動車運

行支援事業（タクシー

会社への補助） 

－ － － － － － 

補 
身体障害者自動車運転

支援事業 
－ － － － － ◎ 

補 
移動支援事業 

（ヘルパー給付） 
－ － － － － ◎ 

補 

身体障害者自動車ガソ

リン費助成事業 

（タクシー券と併用不

可） 

－ － － － － 〇 

補 

福祉タクシー利用助成

事業（タクシー券） 

（ガソリン費助成と併

用不可） 

－ － － － － 〇 
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表２ 交通手段一覧（電車・バス・一般タクシーを除く） 

交通手段（種類） 特徴 
支援の 

有無 

コミュニティバス 

（くにっこ） 

対象：誰でも利用できる。 

料金：大人180円、小児90円、シルバーパス利用

可、しょうがい者半額 

概要：北・北西中ルートを47分間隔で往復するバス 

市委託 

事業 

コミュニティワゴン 

（あおやぎっこ） 

対象：誰でも利用できる。 

料金：大人200円、小児100円、70歳以上100円、

しょうがい者半額 

概要：矢川駅を起点に青柳地域と市役所を30分間隔で

往復するワゴン車 

市委託 

事業 

福祉有償運送事業 

【自家用自動車有償運送(道路運送

法第 78 条 2 号第 79 条の登録】

（白ナンバー） 

対象：要介護認定・要支援認定者・しょうがい者
（児）等 
料金：市内500円、市外800円～ 
概要：福祉設備（リフト、スロープなど）を備えた車
両とセダン型による運行も可能。NPO法人など営利を
目的としない法人もしくは法人格を有しない社団（町
内会、管理組合等）などが運輸局に登録することで自
家用車にて運行ができる。 

市補助 

有 

福祉タクシー（リフト付きタクシ

ー） 

【一般乗用旅客自動車運送事業：

道路運送法第４条許可】（緑ナンバ

ー） 

対象：誰でも利用できる。 

料金：一般のタクシー料金が基本であり、貸し出し用車

いす等を利用する場合は別途料金が必要 

概要：福祉設備（リフト、スロープなど）を備えたタク

シー 

一部 

市補助 

有 

介護タクシー 

【一般乗用旅客自動車運送事業

（福祉輸送事業）：道路運送法第４

条許可】（緑ナンバー） 

民間救急 

※介護タクシー許可の他に、消防

署による認定が必要 

対象：身体しょうがい者（児）、要介護認定・要支援

認定者、肢体不自由、内部しょうがい、知的しょうが

い及び精神しょうがい等 

料金：一般のタクシー料金を基本にした運賃に介助料

と貸し出し用車いす等を利用する場合は別途料金が必

要 

概要：福祉設備（リフト、スロープなど）を備えた車

両が多く、医療継続やストレッチャーに対応している

車両もある。運転手は介護福祉士・訪問介護員等の資

格又は福祉タクシー乗務員研修等を終了している必要

があり、乗降介助等を行う。 

無 

介護保険タクシー（通院等乗降介

助） 

【一般乗用旅客自動車運送事業

（福祉輸送事業）：道路運送法第４

条許可】（緑ナンバー） 

【特定旅客自動車運送事業：道路

運送法第43条許可】（緑ナンバー） 

【自家用自動車有償運送(道路運

送法第78条3号許可4条43条

ぶら下がり】（白ナンバー） 

対象：要介護認定者 

料金：一般のタクシー料金を基本にした運賃に介護保

険サービスの本人負担分と貸し出し用車いすなどを利

用する場合は別途料金が必要 

概要：福祉設備（リフト、スロープなど）を備えた車

両が多い。事業者は都道府県から訪問介護事業者とし

ての指定が必要。また、目的地は、ケアプランに基づ

く、病院・医療施設等 

介護保険 

の適用 

有 

リフトカー運行事業 

（おおぞら号） 

対象：市内在住の身体障害者手帳・愛の手帳を所持し
ている重度の心身しょうがい者（児） 
料金：一回300円（手数料） 
概要：福祉設備（リフト、スロープなど）を備えた車
両で、近隣市まで通院を優先として相乗り予約制によ
る運行をしている。 

市委託 

事業 
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表３ 移動支援事業一覧 

移動支援サービス 説明 担当部署 

外出支援サービス事業 

（高齢者のタクシー券） 

対象：在宅で要介護 1 以上であり、かつ、下肢等に

しょうがいがあるため電車・バス等の交通機関の利

用が困難な方 

概要：外出支援サービス利用券（タクシー券）を 1

カ月につき 300 円相当を 9 枚支給。※市民税が非

課税世帯であること。 

高齢者支援課 

リフト付乗用自動車運
行支援事業（福祉タクシ

ー補助） 

対象：市内でリフト付乗用自動車を運行している事

業者 

概要：東京都とあわせて補助金を交付している。 

しょうがいし

ゃ支援課 

身体障害者自動車運転

支援事業 

〇自動車改造経費助成 

対象：1級および2級の下肢・上肢または体幹機能

しょうがいで、自ら車を所有し、運転する方 

概要：自ら所有する自動車のハンドルやペダル等の

改造に要する費用を助成（限度額は13万3,900

円） 

※ただし、所得等の制限があり。 

〇運転免許取得経費助成 

対象：身体しょうがい者（児）は3級以上（内部し

ょうがい者（児）は4級以上、下肢または体幹しょ

うがいは5級以上で歩行困難であること）知的しょ

うがい者（児）は4度以上の方 

概要：しょうがいのある方が運転免許を取得する

際、教習に要した経費を助成する（前年の所得税額

により異なる）。 

※ただし、所得等の制限があり。 

しょうがいし

ゃ支援課 

移動支援事業（ヘルパー

給付） 

対象：しょうがい者（児） 

概要：社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動や

社会参加のため、外出時に移動支援事業者からヘル

パーの給付を受け、移動の介助及び外出に伴って介

護を受ける。利用者は、サービス応じた費用を移動

支援事業者に支払い、市は利用者にその90％を給

付する。 

しょうがいし

ゃ支援課 

身体障害者自動車ガソ

リン費助成事業 

（タクシー券と併用不

可） 

対象：身体障害者手帳上肢1級、下肢1・2・3級、

体幹1・2・3級、内部1級、視力1・2級、視野2

級、愛の手帳1・2度 

概要：日常生活のために利用している車のガソリン

費用のうち月額2,400円を補助 

しょうがいし

ゃ支援課 

福祉タクシー利用助成

事業（タクシー券） 

（ガソリン費助成と併

用不可） 

対象：身体障害者手帳上肢1級、下肢1・2・3級、

体幹1・2・3級、内部1級、視力1・2級、視野2

級、愛の手帳1・2度 

概要：福祉タクシー利用券（タクシー券）を1カ月
につき300円相当を9枚支給 

しょうがいし

ゃ支援課 
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表４ 高齢者・しょうがい者（児）の住宅改修に関する市のサービス一覧 
〇 対象          － 非対象 

 

２．移送の現状と課題 

（１）高齢者・しょうがい者（児）を取り巻く移送の課題 

①外出による介護予防の重要性 

団塊の世代全ての人が 75歳以上の後期高齢者になる令和 8（2025）年

に向けて、外出することでの介護予防が重要になると考えています。 

 

②交通施策と福祉施策の連携不足 

高齢者・しょうがい者（児）の外出機会や人との交流に欠かせない移動支

援がどうあるべきか検討するため、市では一橋大学と協働でケイパビリテ

ィ・アプローチに基づく外出に関するパネル調査※を実施しています。生活

の諸側面からも分析を行い、どのような容態の方でも在宅・外出時に関わら

ず安心して過ごせるように、交通施策を福祉施策と併せて考える必要があり

ます。 

   ※個々人の外出や在宅の良さと大変さをできるだけ包括的にとらえ、個々

人の外出や在宅の達成度を同一対象に継続的に調査するものです。 

 

③福祉有償運送の需要拡大 

ケイパビリティ・アプローチに基づくパネル調査の中間報告より、福祉有

償運送の潜在的需要を満たすためには、条件によって異なりますが、約２０

台から３０台の車両が必要となるとの試算になっています。現在、市内の福

祉有償運送の車両は約１０台であり、潜在的需要を見越した福祉有償運送拡

対象者 

交通手段・移動サービス 

高齢者 

(６５歳 

 以上) 

高齢者 

(要支援) 

高齢者 

(要介護) 

しょうがい者

（児） 

自立支援日常生活用具の給付 〇 － － － 

自立支援住宅改修 〇 － － － 

住宅改修費の支給 － 〇 〇 － 

福祉用具の貸与・購入費の支給 － 〇 〇 － 

補装具の支給 － － － 〇 

日常生活用具に給付及び住宅改修 － － － 〇 
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充のため、今後、市が主体となった施策の検討が必要です。 

 

④しょうがい者（児）数の増加 

しょうがい者（児）の移動支援の施策については、身体障害者手帳所有者

数、愛の手帳所持者数、精神障害者保健福祉手帳所持者数ともに平成２３

（2011）年から令和 2（2020）年までの推計をみると年々増加していま

す。（第 6期国立市しょうがい福祉計画、第 2期国立市しょうがい児福祉計

画より）今後、容態や利用者の生活実態にあった、きめ細かい移動支援を検

討する必要があります。 

 

（２）福祉交通に関する制度の多様化 

１ページの表１にあるとおり、歩行が困難な方はドア・ツー・ドアでの個

別輸送が基本になり、気軽に利用できる公共交通手段がなくなりますが、市

には様々な交通手段や移動サービスが存在し、誰が使えるのか、目的地まで

いくらかかるのかなど、利用者にとって分かりづらい状況です。また、民間

で行っている一部の業態について、情報が不足していることもあり、その方

に合った適切な情報提供ができていません。 

 

（３）交通不便地域での移動支援 

今までに「くにっこミニ」や「デマンド交通」などの試行運行を交通不便

地域に対して実施してきましたが、道路事情などのため、希望するルートや

停留所の設置が難しかったことからいずれも利用率が低迷し、本格導入に至

らず路線を廃止してきた経緯があります。今後は、定期路線の公共交通では

なく、より困難を伴う人への移動支援の観点からの交通手段・移送サービス

を中心に、検討する必要があります。 

 

（４）妊婦・子育て世帯に対する移動支援 

国立市では、子育て世帯に令和２年（2020）度から令和６年（2024）

度まで実施予定のファーストバースデーサポート事業でタクシーも利用で

きる子ども商品券を送付していますが、１ページの表１のとおり、妊娠期の

女性や生後間もない子どもがいる子育て世帯には、病院や保健センターに通

うための負担を軽減する制度がありません。高齢者等と同様に福祉交通の一

環として妊婦・子育て世帯の移送について支援を検討する必要があります。 
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（５）しょうがい児の小学校から学童保育所への移動手段 

一人での登所が困難なしょうがい児が小学校から学童保育所へ通うにあ

たっては、保護者が移動支援事業所に付き添いのヘルパーの派遣を依頼し、

しょうがい児一人につき、一人のヘルパーが付き添い、学童保育所まで通う

個別移送が基本です。 

しかし現状としては、移動支援事業所において、しょうがい児の移送は、

他のサービスに比べて対応が難しく、また、短時間での業務であり収益も少

ないことから派遣の依頼を受けられないケースがあります。 

このため、しょうがい児の保護者は学童保育所へ通わせるために、市のケ

ースワーカーを通じて多くの移動支援事業者に連絡してヘルパーを探さな

ければいけない状態になっており、保護者の負担が大きいことからヘルパー

による個別移送以外の移送手段についても検討する必要があると考えます。 

 

（６）移動支援事業者のヘルパー不足 

小学校から学童保育所への移送を考える中で、しょうがい児の保護者の中

には、徒歩での移動の中で子どもに社会性を学んでほしいという声もあり、

そのためには、ヘルパーによる付き添いを維持する必要があります。また、

移動が困難な方への付き添いの需要も増える中で、移動支援事業者では、ヘ

ルパー不足が大きな課題となっており、移動支援を維持していくためにも、

ヘルパー不足を解消するための支援が必要となります。 

 

３．目的 

 〇市の目的 

（１）適切な移動手段を選べることができる交通環境づくり 

①高齢者・しょうがい者（児）（移動に困難を伴う人） 

・容態や症状に合わせて交通手段を選択出来る。 

・家から目的地までの交通手段がワンストップで相談出来る。 

・体のことを気にせずに安心して出かけることが出来る。 

・日常的な場所から非日常の場所に気楽に安心して出かけることが出来る。 

・バス停や駅まで行かなくても廉価な交通手段が利用出来る。 

 

②妊婦・子育て世帯 

・出産する前も後も、一定期間、経済的負担が軽減され、安心して出かけるこ
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とが出来る。 

 

（２）希望する児童全員が学童保育所へ安全に登所できる環境づくり 

・特別な配慮が必要な児童が、安全に学校から学童保育所へ、また学童保育所

から自宅へ移動することができる仕組みづくり。 

（第 2期国立市放課後子ども総合プラン 参照） 

 

〇貢献する SDGs ゴール 

 

 

 

 

 

（ゴール 11） 

「包括的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市及び人間住居を実

現する」 

  （ターゲット 11.2） 

「2030年までに、脆弱な立場にある人々、女性、子ども、障害者及び高齢者

のニーズに特に配慮し、公共交通機関の拡大などを通じた交通の安全性改善に

より、全ての人々に、安全かつ安価で容易に利用できる、持続可能な輸送シス

テムへのアクセスを提供する。」 

 

４．計画化 

令和５（2023）年度の国立市地域交通計画の見直しに伴い、本基本方針を

地域交通計画に反映します。ただし、令和４（2022）年度から実施可能な施

策については、随時予算化を図っていきます。 

 

５．対象 

高齢者及びしょうがい者（児）の移動に困難を伴う人、妊婦及び子育て世帯 
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６．新たな地域交通の位置付け 

・福祉交通の位置付けと公共性（「地域公共交通」の考え方） 

「公共」という言葉は、「社会的視点に立ち、無料若しくは十分に廉価な価格で、

十分な量と質が提供されるべき財やサービス」を意味することが多いようですが、

その一方で、我が国では、主として民間事業者により供給される「旅客運送契約の

下で運賃を払えばだれもが利用可能な運送サービス」を「公共交通」と呼んでいま

す。（国土交通省：交通政策基本計画より） 

市では、既設バス事業者が行っている「公共交通」だけでは、地域のニーズに応

えることが難しいことから、コミュニティバス事業により地域公共交通の補完を

行っています。 

また、地域公共交通としてのバス・タクシー事業を補完する形で福祉交通（福祉

有償運送等）があり、市等から公助（補助金）を受け廉価な旅客から収受する対価

で運行を行っています。 

本基本方針では、福祉交通について、公共交通を単独で利用できない高齢者・し

ょうがい者（児）等を対象とした交通手段としていますが、だれもが将来利用する

可能性のある交通であることから、福祉交通を第二の地域公共交通と位置付け、安

心して利用できる身近な交通手段であるという市民意識の醸成を図ることで、公

的な支援等についての理解を得るよう図っていきます。 

 

７．取り組み方針 

（１）適切な移動手段を選べることができる交通環境づくり 

①「交通」と「福祉」の連携強化 

  ・道路運送法と介護予防・日常生活支援総合事業、介護保険 

令和 2（2020）年度から要支援者等の生活支援と移送に係る支援が、福

祉有償運送のサービスと併せて受けられるようになりました。今後、更なる

需要増が見込まれることから、福祉施策と連携してより使いやすく、また、

分かりやすい利用案内や幅広い方へ広報して利用促進を図っていきます。 

 

 〇「交通」・「福祉」の一連のサービス例 

 

 

 

 

自宅 

付添・乗降介助 

福祉有償運送 

（交通施策） 

 

付添・乗降介助 

病院等 

受付・会計等 

サポート 

（福祉施策） 

家事支援等 

（福祉施策） 

福祉施策 福祉施策 
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②総合交通相談窓口の設置 

現在、移動サービスや移動手段の紹介は各担当部署で行っており、また、

交通に関するニーズも様々であることから、市民にとっては複雑で分かりに

くい状態となっています。そのような状態を解決するために、移動支援につ

いての総合的な相談をワンストップで行えるような窓口設置の検討を行っ

ていきます。 

 

複雑な例：福祉有償運送について 

① 利用受付・ヒアリング    ⇒ 各福祉担当部署 

② 福祉有償運送事業者への紹介 ⇒ 交通担当部署 

③ 面談・詳細な対価等の説明  ⇒ 福祉有償運送事業者 

①～③を経て、福祉有償運送事業者と利用希望者がお互いに合意した場合、

利用希望者は福祉有償運送事業者の登録者となり、利用を開始する流れとな

っています。 

また、利用希望者の容態や利用条件によっては、公共交通や福祉有償運送

以外の福祉交通が適している場合や、ヘルパーなどの付添いが必要であるケ

ースもあるため、そのような場合に利用できる制度の情報も必要になります。 

 

③福祉交通への公的支援等 

福祉交通は、自家用車やタクシーの様に、基本的にはドア・ツー・ドアの

個別輸送で、利便性に優れ、公的支援を受けているものもありますが、更に、

利用し易くなるよう市民ニーズに合った支援の方法について、検討を行って

いきます。 

また、福祉交通ニーズの多様化や需要の増加が予想され、現状の福祉有償

運送事業による移送サービスだけでは、潜在的需要に対応することが難しい

と考えられることから、コミュニティバス事業と同様に、市が主体となって

民間と協働したドア・ツー・ドアでの移送制度や補助の在り方を検討します。 

   

④デジタル化・新たなモビリティへの柔軟な対応 

〇事例 

・MaaS 

MaaS は、飛行機、鉄道、バス、タクシーなど目的地までの交通手段や移

動ルートの情報だけではなく、カーシェアリングサービスなどのシェアリン
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グサービスについての検索、予約、運賃支払いなどもスマートフォン等から

一度で行えるサービスです。MaaS によって、移動の効率性向上だけではな

く、マーケティングなどの波及的効果も期待できることから、民間事業者が

中心で行っている実証実験の結果や進捗状況を注視し、民間事業者との協働

や市からの情報提供サービスとして利用ができないか検討を行っていきま

す。 

 

・超小型モビリティ等 

コンパクトで小回りが利き、環境性能に優れた４人乗り程度の車両であり、

新たな移動ニーズへの対応が期待されています。国はこのようなグリーンス

ローモビリティと呼ばれるサービスの導入に向けた支援事業を展開してい

て、観光や高齢者等の移動手段として利用を図るため、実証事業や車両購入

費補助により普及を推進しています。事業機会を捉え、市でも民間事業者と

の協働のもと普及を図っていきます。 

また、市では民間事業者と協働でシェアサイクルの普及に努めていますが、

今後、高齢者などが利用しやすい環境整備についても事業者と検討を行って

いきます。 

 

⑤妊婦及び子育て世帯への支援 

・病院や保健センターなどへの移動支援について、タクシー等の利用補助の

検討を行っていきます。 

 

⑥福祉交通利用者への広報・事業者ＰＲ 

・地域交通（福祉交通）たよりの発刊 

年 2回程度、地域交通について情報提供を行っていきます。また、福祉有

償運送の利用登録の促進やボランティアの募集、介護タクシー等のＰＲ及び

ヘルパー研修の案内（パンフレット作成・掲示）などを行っていきます。 
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〇保護者が移動支援事業者に 

ヘルパーを予約する。 

自宅 

学校

 
自宅  

学童保育所 

〇保護者又はヘルパーが 

  自宅から学校まで送る。 

〇ヘルパーが学校に迎えに行き学童まで送るか、 

学校から学童まで車両による移送 

〇保護者又はヘルパーが 

  学童から自宅まで送る。 

〇緊急時は学童職員がタクシーで迎えに行く。 

（２）希望する児童全員が学童保育所へ安全に登所できる環境づくり 

①学校から学童保育所までの移動 

   全体的にヘルパーが不足しており、特にガイドヘルパーの人数は少ない現

状です。市は、現在、しょうがい児一人につきヘルパー一人が付いて移動を行

う形の個別移動サービス（移動支援補助）を行っています。 

学校建替に伴い敷地内に学童保育所を確保することで移動の問題は解決さ

れますが、それまでの間も共働き世帯が増えることが予想され、ヘルパー不足

は年々深刻化していくと考えることから、ヘルパー人員を増やす長期的な施

策の他に、車両による移送や集団での移動について具体的な検討を行ってい

きます。 

  

 

 イメージ図 
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移動支援事業所 
ガイドヘルパー等 

資格取得希望者 

 

ガイドヘルパー等資格取得希望者に資格取得に関する研修の受講費を補助し、
合格した場合、市に個別登録し、市は必要とする事業所へ情報提供します。 

④市から紹介を受け、移動支援事業所に登録 

移送サービスの総合案内窓口 ⇒ 

（総合交通相談窓口）の検討 

②移動を支える人（ヘルパー）のサポート 

  〇ヘルパーの養成と、働きたい人を必要とする人に橋渡しできるように検討

していきます。 

 

イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市相談窓口 

ガイドヘルパー等の確保を目的とし、ガイドヘルパー等の資格取得の助

成（国立市介護職員初任者研修受講費助成制度を活用）を行うことで、移動

支援事業所への登録者を増やすことと、市にも個人契約（地サポ）の承諾の

有無を確認し、ヘルパーと利用者（しょうがい児等）とをマッチングするシ

ステムの検討を行っていきます。 

なお、個人的契約を希望する場合は「国立市しょうがい者（児）地域参加

型介護サポート事業（地サポ）」の活用について検討を行っていきます。 
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③移動支援事業者等の連絡会設置 

  〇移動支援のガイドヘルパーを派遣している事業者同士がヘルパー不足など

の問題解決に関する情報交換を行える場として、移動支援事業者と協力し

て連絡会の開催を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 相 談 
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８．基本方針の進捗管理 

  今後、基本方針に基づき事業化するにあたり、庁内検討や協議会などに図り、

検討・協議を行っていきますが、公共交通と福祉交通についての協議を緊密化す

る必要があることから、国立市福祉有償運送運営協議会と国立市地域公共交通

会議の連携強化を図っていきます。 

 

〇庁内検討会：国立市福祉交通施策推進庁内連絡会 

〇協議会等 ：国立市福祉有償運送運営協議会 

        ：国立市地域公共交通会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協 議 体（既設） 

市（既設） 事業者連絡会（新組織） 
 

福祉交通施策推進庁内連絡会 

・関係部署調整 

・課題解決 

事業調査等 
問題提起等 

事業改善・支援 

・公共交通事業者 

・福祉有償運送事業者 

・移動支援事業者 

国立市福祉有償運送運営協議会 

 

国立市地域公共交通会議 

意見聴取等 
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９．資料編 

（１）国立市新たな福祉交通システム構築プロジェクトチーム設置要綱 

 

（設置） 

第１条 地域公共交通の利用が困難な者が日常生活を営む上で必要とする移動手

段について、交通の視点から重点的かつ集中的に調査及び検討を行い、将来を見

据えた新たな福祉交通システムを構築するため、国立市プロジェクトチームの

設置及び運営に関する規程（昭和 51年７月国立市訓令（甲）第 15号）第３条

第１項の規定に基づき、国立市新たな福祉交通システム構築プロジェクトチー

ム（以下「チーム」という。）を設置する。 

（任務） 

第２条 チームは、次に掲げる事項について重点的かつ集中的に調査等を行い、そ

の成果を市長に報告する。 

(１) 高齢者、しょうがい児等が抱える移動に関する問題を解決するために必要

な事項 

(２) 前号に掲げるもののほか、市の移動支援事業に関する事項 

（編成） 

第３条 チームは、メンバー11人以内をもって組織する。 

２ メンバーは、福祉交通等に関連する部署に所属する職員の中から市長が任命

する。 

（任期） 

第４条 メンバーの任期は、第２条の規定による報告のあった日をもって終了す

る。 

（運営） 

第５条 チームにリーダーを置き、市長がメンバーの中からこれを指名する。 

２ リーダーは、チームを統括する。 

３ チームにサブリーダーを置き、リーダーがメンバーの中からこれを指名する。 

４ サブリーダーは、リーダーを補佐する。 

（庶務） 

第６条 チームの庶務は、都市整備部道路交通課において処理する。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、チームの運営について必要な事項は、チー

ムのリーダーが定める。 
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付 則 

この訓令は、令和３年４月 26日から施行する。 

 

（２）新たな福祉交通システム構築プロジェクトチーム検討の経過 

①福祉交通事業者（４者）へのヒアリング 

②小学校の特別支援学級（３校）へのヒアリング 

③移動支援事業者（４者）へのヒアリング 

④プロジェクトチーム 6回開催（令和 3（2021）年５月～11月） 

  1.既設の移動サービスの洗い出し 

  2.学校から学童までの移送支援の検討 

  3.移送サービスの現状と課題 

  4.高齢者の移送サービスの検討 

  5.基本方針（案）に関して検討 

   6.基本方針（案）に関して検討 

 

（３）新たな福祉交通システム構築プロジェクトチーム委員 

都市整備部 道路交通課長 中島 広幸 

健康福祉部 福祉総務課長 兼福祉交通担当課長 伊形 研一郎 

政策経営部 政策経営課課長補佐 山本 淳 

健康福祉部 しょうがいしゃ支援課長 関 知介 

健康福祉部 しょうがいしゃ支援課課長補佐 
兼手当・給付係長 兼道路交通課課長補佐 

長田 健 

健康福祉部 高齢者支援課介護保険係長 
兼交通係主査 

深谷 夏人 

健康福祉部 地域包括ケア推進担当課長 加藤 尚子 

子ども家庭部 施策推進担当課長 清水 周 

子ども家庭部 児童青少年課課長補佐兼児童青少年係長 畠山 雄一郎 

教育委員会 指導担当課長 川畑 淳子 

社会福祉協議会 福祉事業課長 小鷹 学 

（令和３年４月１日現在）



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立市福祉交通支援基本方針 

2022（令和4）年１月 

 

発行 国立市 

編集 国立市都市整備部道路交通課 

  〒186-8501 

    国立市富士見台 2 丁目47番地の1 

    ℡042-576-2111（代表） 



 

 

 
 

           

 

 

 

 

 

 

 

 


